
令和４年度地域運動部活動推進事業 
休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究 成果報告書 

自治体 
千葉県教育委員会 
担当課︓教育振興部保健体育課    電話番号︓043-223-4108 

１．事業の概要について 
1.1 基本情報（令和４年度４月末時点）  
① 中学校数 363校 ② 生徒数 146,226人 ③ 部活動数 3,386部活 

  本県は，都市部・山間部・臨海部で地域ごとの豊かな特色がある。一方，部活動の地域移行にあたっては，地域による実情が
異なることから，課題の整理や体制整備に関して地域に応じた取組を創出していくことが必要とされる。 
 本推進事業においては，県内で特色や規模感の異なる４市町に実践研究を委託し，今後全県で部活動の地域移行を推進し
ていくための方向性を策定する。 

1.2 地域における現状・課題 

1.3 実践研究における取組目標 
①県内全市町村向けの説明会の実施

令和４年度の早い時期に市町村向けの説明会を実施し、地域における新たなスポーツ環境の構築に向けた意識改革を図
り、当事者意識を醸成する。 

②千葉県地域運動部活動検討委員会の開催
県内の新たなスポーツ環境の構築の円滑な実施を図るため、関係者の合意形成、拠点校における実践の共有や検証、他県

の先行事例の紹介および検証、県内への普及方法の検討などを行う「千葉県地域運動部活動検討委員会」を組織する。 
③先進的な取組をしている自治体への視察及び情報収集

全国各地の先進的な取組をしている自治体や関東近県を中心に担当指導主事とこまめに情報を共有し合ったり、国の動向
を注視したりする中で得た有益な情報を県内の市町村に積極的に発信していく。 

④再委託による事例創出
都市部，郡部より実情の異なる４市町に実践研究を委託し，成果及び課題を広く共有する。



1.4 実践研究の運営体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．地域連携や地域移行の推進に向けた体制整備の取組について 
 市町村への進捗調査（３回），担当者連絡協議会（２回）を実施。 
 全市町村（政令市を除く）と地域移行の方針についての個別面談を実施。 
３．実践研究校における取組について 
 県立中学校について，次年度に向けた打合せを行った。次年度に実践研究を行うこととしている。 
４．実践研究の成果と今後の課題 
4.1 実践研究での検証から得た成果 
①県内全市町村向けの説明会 
地域における新たなスポーツ環境の構築に向けた意識改革を図り，当事者意識を醸成した。 
・協議会を未設置の市町村において，令和４年度内の設置予定率が２８％から５７％へ増加。 
・次年度に休日地域クラブ活動を実施する市町村７７％，地域化予定部活動数２５８部活動。 

②千葉県地域運動部活動検討委員会の開催 
年間６回の開催により，県内の新たなスポーツ環境を構築する上での方針について明確化された。また，スポーツ団体等の代表

者を委員としたことにより，学校関係以外における周知が不足している実態が明らかとなった。 
③先進的な取り組みをしている自治体への視察及び情報収集 
 関東近県を中心に担当指導主事と情報共有を行い，上記①②において共有しながら効率的に課題を整理することができた。 
 
4.2 地域移行における今後の課題と対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【関係者との連絡調整・連携体制の構築方策】 

地域移行の実務に取り組む「実行委員」を組織。各団体に対し，同一

の内容・タイミングで事業内容を施行できる体制をとる。 

【受け皿団体の確保方策】 

左記「実行委員」により，スポーツ団体等へ直接的な依頼を行う。また，

総合型地域スポーツクラブ設立に際し，県職員を派遣する。 

【指導者の確保方策】 

広域人材バンクを設立し，令和５年度内に希望する市町村が Web を

介して利用できる体制を構築する。 

【困窮世帯への支援方策】 

財源が最も大きな課題となることが指摘された。本県として，地域ごとの

独自財源の在り方の研究が不足しているので，次年度の課題とする。 

【地域移行の自走化に向けた方策】 

地域スポーツ団体に対する支援の在り方を検証するとともに，県立中学

校において，企業等からの支援を財源化する取組を実証する。 

【地域特有の課題への対応策】 

県下プロチーム等との連携が進んでいないことから，次年度６月にプロチ

ームと協議会を持ち，地域クラブ活動指導者育成の取組を行う。 



休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究 成果報告書 

柏市 
柏市教育委員会 
担当課︓学校教育部指導課    電話番号︓04-7191-7369 

 
１．事業の概要について 
1.1 基本情報（令和４年度４月末時点）  
① 中学校数 21校 ② 生徒数 10,459人 ③ 部活動数 219部活 

 
1.2 地域における現状・課題 
・在校等時間の上限内で，教員が指導することを考えると，土日の指導はできない。 
・既存の部活動数では，各部活動に複数顧問の配置が困難である。 
・活動時間の在り方について，保護者のニーズが二極化している。 
・意識調査では，土日の部活動指導を望まない教員も多く，二極化している。 
・部員数不足により，学校単位での活動が困難な部がある。 
 
1.3 実践研究における取組目標 
・中学生の体育的な活動の振興を目的として活動する社会体育団体による，学校施設を利用した地域部活動を実践し，該当競
技における教員による土日の部活動指導を行わない体制を構築する。 
・専門的指導により，参加生徒の満足度について８０％以上を達成する。 
・運営に係る受益者負担額を算出する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．地域連携や地域移行の推進に向けた体制整備の取組について 
 

 
 
 



３．実践研究校における取組について 
3.1 実践研究校情報 
① 実践研究校数 域内全２１中学校のうち、１校が実践研究に参加 
② 実践研究に取り組んだ部活動数 ５部活 
③ 種目 男女ソフトテニス、卓球、野球、バドミントン 

 
≪主な取組例≫…柏市立大津ケ丘中学校 
① 運営主体 大津ケ丘スポーツクラブ(NPO法人スポーツライフ運営) 
② 種目 ５種目 ④ 参加者数 各クラブ２０～３０人 
④ 活動日 土日どちらか１日 ⑤ 活動場所 当該校体育施設 
⑦ 指導者人数 ６人 ⑧ 謝金単価 5,000円/1回(3時間) 
⑨ 指導者属性 教員 OB，兼職兼業教員，地域実業団指導者 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収あり（１人あたり︓保険料８００円/年額） 

 
3.2 参加者の声（生徒、保護者、教師、指導者等）≫ 
・  欠席連絡がメールでできるため，自分のペースで参加できた。(生徒) 
・ 土日の部活動指導時間が削減され，ゆとりをもって仕事に取り組めるようになった。(教師) 
・ 参加者の意識変革のため，一定の参加費負担は必要だと感じる。(指導者) 
・ 他校と交流することで学ぶものが多くなると感じる。(保護者) 
 
3.3 各実践研究校での取組を通じて挙がった課題や解決方法、取組において特に工夫した点 
・  複数校が合同で活動する場合，大会の参加基準に応じてチーム編成をすべき。 
・ 保護者，市民に向けた説明用Web ページの開設。(地域クラブ NET︓https://kashiwa.chiikiclub.net/) 
・ 指導員募集フォームの開設。 

 
４．実践研究の成果と今後の課題 
4.1 実践研究での検証から得た成果 
・  実践研究において，運営費用を算出し，運営団体設立に向けた準備を進めることができた。 
・ １月から指導員の募集を開始し，令和５年度の９月から全市展開で地域移行を開始する予定。 
 
4.2 地域移行における今後の課題と対応 
・  参加費用や指導理念に地域差が生じないよう，統括団体を設置し，管理する。 
・ 経済的理由により，土日の活動を選択できないことが起こらないよう国や県の動向に注視し，対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

https://kashiwa.chiikiclub.net/


休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究 成果報告書 

袖ケ浦市 
袖ケ浦市教育委員会 
担当課︓スポーツ振興課    電話番号︓0438-62-3791 

 
１．事業の概要について 
1.1 基本情報（令和４年度４月末時点）  
① 中学校数 ５校 ② 生徒数 1641人 ③ 部活動数 48部活 

 
1.2 地域における現状・課題 
・袖ケ浦市内には公立中学校が 5 校ある。団体種目（野球、サッカー等）については連合チームで大会に出場している学校もあ
り、部員数も減少してきている。今後も大規模校と小規模校との差が大きくなっていくことが予想され、学校区によって抱える課題が
様々である。 
・部活動顧問を担うことや休日の部活動指導や大会引率などを負担に感じている教職員も少なくない。実際に部活動があることで
時間外勤務が増えてしまっているケースがみられる。 
 
1.3 実践研究における取組目標 
・令和５年度以降の休日の部活動の段階的な地域移行に向けて、実践研究を実施し、研究成果を市内外に普及することにより、
休日の地域部活動のさらなる展開につなげる。 
・部活動顧問を担う教職員の時間外勤務の削減や精神的負担の解消を目指す。 
・学校の規模、抱える課題を把握し、各学校や地域の実情に合った地域クラブの設立を目指す。 
 
 
1.4 実践研究の運営体制 
・教育委員会スポーツ振興課を事務局とする。 
・検討運営委会議の委員は、有識者１名、校長会１名、 
スポーツ協会３名、学校関係者１名、事務局２名とする。 
・指導者はスポーツ協会専門部と指導を希望する教員で構成する。 
 
２．地域連携や地域移行の推進に向けた体制整備の取組について 
・検討運営委員会議、種目別の検討運営委員会にて挙がった課題や解決策、今後の地域移行の方針、成果等を活用し、適切
な体制整備を整える。 
・各関係団体（スポーツ協会・校長会）との連携を図り、様々な立場での意見や考え方を集約・調整する。 
・生徒・保護者・学校へのアンケート結果をもとにニーズや課題の把握をし、体制整備に反映させる。 
３．実践研究校における取組について 
3.1 実践研究校情報 
① 実践研究校数 市内全５中学校のうち、５校が実践研究に参加 
② 実践研究に取り組んだ部活動数 ６部活 
③ 種目 陸上、野球、卓球、柔道、バレーボール、サッカー 

 
≪主な取組例（１）≫…袖ケ浦市立平川中学校 
① 運営主体 教育委員会スポーツ振興課 
② 種目 卓球 ④ 参加者数 ２０人 
④ 活動日 土曜日 ⑤ 活動場所 学校体育館 
⑦ 指導者人数 ７人 ⑧ 謝金単価 なし 交通費を支給（1ｋｍ30円換算） 
⑨ 指導者属性 市スポーツ協会卓球専門部所属の７名を指導者として派遣 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収なし   

 



≪主な取組例（２）≫…袖ケ浦市立昭和中学校 
① 運営主体 教育委員会スポーツ振興課 
② 種目 陸上 ④ 参加者数 ２９人 
④ 活動日 日曜日 ⑤ 活動場所 市陸上競技場 
⑦ 指導者人数 ６人 ⑧ 謝金単価 なし 交通費を支給（1ｋｍ30円換算） 
⑨ 指導者属性 市スポーツ協会陸上専門部所属の６名を指導者として派遣 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収なし      

 
3.2 参加者の声（生徒、保護者、教師、指導者等）≫ 
・学校の部活動と違い、楽しい雰囲気で参加できたので良かった。（生徒） 
・地域の指導者の方が優しく指導してくれた。学校の先生も参加してくれたらより安心です。（保護者） 
・地域の指導者だけでは、事故やトラブル時の対応が心配。（指導者） 
 
3.3 各実践研究校での取組を通じて挙がった課題や解決方法、取組において特に工夫した点 
・今後の大会の在り方が不透明→小中体連の動きに合わせていく。 
・指導者の確保→スポーツ協会各専門部も指導に不安を抱えている。今現在は公募については行わず、スポーツ協会を中心とした
指導体制とする。 
・カギや施設の管理→学校施設開放事業と連携し、学校が関わらなくてもよい仕組みにしていく。 
・予算の確保→参加者（生徒・保護者）のニーズを把握し、受益者負担への準備を進める。 
４．実践研究の成果と今後の課題 
4.1 実践研究での検証から得た成果 
・教職員の働き方改革については、実施回数もまだ少なかったので大きく変化は見えていないのが現状である。次年度以降は、地域
クラブのある種目は、休日の部活動の回数を減らすことにより、時間外勤務の削減を目指す。 
・生徒、保護者、教職員へのアンケートから課題を洗い出すことができた。部活動の地域移行に対して肯定的にとらえている方が多
いことが分かった。一方、反対意見や不安という声も多数あったので、それぞれの立場にとって最良な取り組みとなるように慎重に進め
ていきたい。 
・学校体育施設の使用について、学校施設開放事業と連携し、学校が関わらなくても地域クラブ運営できるよう準備を進めている。 
 
4.2 地域移行における今後の課題と対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【関係団体との連絡調整・連携体制の構築方策】 

 関係団体である、教育委員会、スポーツ協会、学校との連携を密にする

ため、検討運営委員会議に関係団体代表者を入れ、様々な立場での考

えを調整し、持続可能な活動を目指す。 

【学校体育施設の利用ルール、活用への方策】 

学校が関与しなくても、地域クラブ運営ができるシステムを作る。学校施

設開放事業のルールに基づき、管理指導員を活用し、自立した地域クラブ

運営方法を試行する。 

【指導者の確保方策】 

原則スポーツ協会を中心とした指導体制とする。各関係団体との連携を

取り、指導者の確保に努める。また、指導者の研修や資格取得を促進

し、質の高い指導者の育成を図る。 

【学校の部活動から地域クラブ移行への環境整備】 

教育委員会と学校が連携し、各学校の部活動の精選、新入生への地

域クラブの紹介などの環境整備を行う。また、教員の働き方改革の観点か

ら、下校時刻や部活動の時間の見直しを図る。 

【地域クラブの自立化に向けた方策】 

今現在は教育委員会主導の取り組みであるが、将来的な地域クラブの

自立を目指す。令和７年度の完全自立に向けて、段階的に進めていく。 

【生徒数減少がみられる地域の課題への対応策】 

 生徒数の減少がみられる地域では、以前より合同チームの結成・解散を
繰り返してきた。来年度より県の小中体連の合同チームの規定も緩和さ
れ、常に合同チームでの大会出場も可能となった。地域の実情やニーズに
応じて複数校で一つの地域クラブの設立も検討していく。 



休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究 成果報告書 

白子町 
白子町教育委員会 
担当課︓教育課    電話番号︓0475-33-2144 

 
１．事業の概要について 
1.1 基本情報（令和４年度４月末時点）  
① 中学校数 1校 ② 生徒数 ２０５人 ③ 部活動数 ８ 

 
 
1.2 地域における現状・課題 
 少子化により、部活動経営がままならないものがある。また、教員の働き方改革が叫ばれている状況に対応するため。 
 
 
1.3 実践研究における取組目標 
 茂原市、白子町、長南町、長柄町の 4市町村の野球部員を集め、練習の機会を年間 30回程度確保してあげることにより、子
どもたちの技術力・体力の向上をめざす。 

 
 
1.4 実践研究の運営体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．地域連携や地域移行の推進に向けた体制整備の取組について 

市町村教育委員会・学校が連携をとり、積極的に進めていかないと本事業の速やかな移行は、大変難しい。 
やはり、コーディネーターがいないとできない事業であると考えるが、そのやり方については千葉県北部と南部では、人
口・環境・課題など大きく違いがみられ、地域的な特色があっても仕方ないように思われる。 

 
３．実践研究校における取組について 
 
3.1 実践研究校情報 
① 実践研究校数 １ 
② 実践研究に取り組んだ部活動数 １部活 
③ 種目 野球 

 
 
 
 
 
 
 
 

白子町教育委員会 

 

長生ﾍﾞｰｽﾎﾞｰﾙｱｶﾃﾞﾐｰ（白子中︓事務局） 

 

社会人指導者 

    

各中学校野球部   （保護者会） 



≪主な取組例≫白子町立白子中学校 
① 運営主体 長生ベースボールアカデミー 
② 種目 野球 ④ 参加者数 22人 
④ 活動日 日曜日 ⑤ 活動場所 白子中野球場 
⑦ 指導者人数 ５人 ⑧ 謝金単価 １人あたり 1000円／時間 
⑨ 指導者属性 千葉県選抜コーチ・高校野球経験者 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収あり        （１人あたり︓５０００円/年額） 

 
3.2 参加者の声（生徒、保護者、教師、指導者等）≫ 
・  生徒・保護者共に賞賛の評価であった。全員が継続を願う意見だった。 
 
 
3.3 各実践研究校での取組を通じて挙がった課題や解決方法、取組において特に工夫した点 

  学校施設を利用するので、指導者には施設の使い方を熟知しているものが望ましい。 
    費用不足のため、指導者が私費でバッティングマシーンを購入した。（練習能率向上のため） 
４．実践研究の成果と今後の課題 
 
4.1 実践研究での検証から得た成果 
・  指導者の情熱の結集により事業を展開できた。 
 
 
4.2 地域移行における今後の課題と対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

【関係者との連絡調整・連携体制の構築方策】 

コーディネーターを付けることにより、円滑な連携体制の構築を図る。 

【受け皿団体の確保方策】 

町スポーツ協会に所属する各種団体とも協議を進めていく必要がある。 

【指導者の確保方策】 

技術指導に卓越した指導者が必要となってくる場合には、地域のスポーツ

団体と打ち合わせを行い、推薦を受ける形で確保していきたい。危険度の

低い部活動では保護者の見守りでの活動も検討していきたい。 

 

 

【困窮世帯への支援方策】 

準要保護制度など活用できるものは活用していきたい。 

【地域移行の自走化に向けた方策】 

保護者から会費を集め謝金等を払っていくことが継続的に続けていける方

法と考えるが、危険度の低い部活動については練習メニューを競技経験者

に考えてもらい、活動は保護者が見守ることも検討していきたい。 

【地域特有の課題への対応策】 

生徒が少ない中でも、リクエストが多様化している。保護者に理解してもら

えるよう部活ごとに活動方針を決めていく必要がある。 



部活動の地域移行に関する
アンケート結果
【 教職員 】



所属する中学校名を教えてください。



役職・年齢層について教えてください。



今後、部活動の顧問を持つことについてどう考えていますか。



地域移行についてどのように考えますか。



賛成する理由を教えてください。



反対にする理由を教えてください。



「兼職兼業」についてどのように考えますか。



部活動の地域移行に関する
アンケート結果
【 生 徒 】



中学校名を教えてください。



学年を教えてください。



性別を教えてください。



所属している部活動を教えてください。



学校の土日の部活動時間（土日どちらか３時間程度）
について教えてください。



部活動の地域移行についてどのように考えますか。



部活動の地域移行に関する
アンケート結果
【 保護者 】



お子様の中学校名を教えてください。



所属する部活動を教えてください。



学校の土日の部活動時間（土日どちらか３時間程度）
について教えてください。



部活動の地域移行についてどのように考えますか。



期待する活動を教えてください。
（賛成・どちらかといえば賛成の方）



反対の理由を教えてください。
（反対・どちらかといえば反対の方）



保護者の費用負担について教えてください。



保護者の費用負担額（月に２回～４回程度）について
教えてください。（賛成・どちらかといえば賛成と答えた方）



休日の部活動の段階的な地域移行に関する実践研究 成果報告書 

睦沢町 
睦沢町教育委員会 
担当課︓教育課 学校教育班    電話番号︓０４７５－４４－２５０９ 

 
１．事業の概要について 
1.1 基本情報（令和４年度４月末時点）  
① 中学校数 １校 ② 生徒数 １５０人 ③ 部活動数 ２部活 

 
1.2 地域における現状・課題 
最終的な目標は休日の部活動の完全移行であるが、現状として問題は多い。まず、教員が地域と連携することの理解を得ること

が難しい。「部活動は学校で行うものである」という認識が広くあり、本事業の推進の壁となっている。他にもスポーツクラブ利用料負
担を保護者に理解してもらうことも課題である。地域部活動は受益者負担であることを周知することが求められている。 
1.3 実践研究における取組目標 
・専門的な指導やスポーツに打ち込める環境を提供する。 
・部活動を休日総合型スポーツクラブに移行する。（活動場所は部活動によって相談） 
・アンケートや聞き取り調査を行い、実態を正確に把握する。 
1.4 実践研究の運営体制 

                     

睦沢町   業務委託（指導員派遣） 

 

  

    睦沢町  業務委託（外部指導者派遣） 

 

睦沢町教育委員会 → 各機関の連絡調整を行う。 

２．地域連携や地域移行の推進に向けた体制整備の取組について 
指導者と部活動顧問をメンバーとしている検討会や報告会を年に数回、開催している。 

 令和５年２月に開催された睦沢町スポーツ関連団体連携会議の場で、睦沢町の地域部活動の現状をスポーツ関連団体の代表や学校長へ
説明を実施した。また、その場で睦沢町地域クラブ活動推進協議会の設立を提案され、令和５年３月１６日に設立総会を実施する運びとなっ
た。今後は、睦沢町の地域部活動の方針を本協議会で決定する。 
 また、睦沢町では生徒の数が少なく、特に団体競技では町内だけでは人数が揃わない部活動が発生している状況である。このような状況を鑑
み、他の市町村との連携も必要であることから広域的な取り組みも視野に入れて、来年度以降の活動を進めていきたい。 
３．実践研究校における取組について 
3.1 実践研究校情報 
① 実践研究校数 １校（睦沢町立睦沢中学校） 
② 実践研究に取り組んだ部活動数 ２部活 
③ 種目 卓球、バレーボール 

 
 

むつざわふれあいスポーツクラブ 

（睦沢町総合運動公園） 

毎週土曜１３：００～１６：００ 

中学校体育館にて活動 
毎週日曜１３：００～１６：００ 

睦沢ふれあいスポーツクラブからコーチを派遣 



≪主な取組例（１）≫睦沢町立睦沢中学校 
① 運営主体 睦沢ふれあいスポーツクラブ 
② 種目 卓球 ④ 参加者数 ５人 
④ 活動日 土曜日 ⑤ 活動場所 睦沢総合運動公園 
⑦ 指導者人数 ２人 ⑧ 謝金単価 １人あたり 1,600 円/時間（補助は

1,000/時間） 
⑨ 指導者属性 スポーツ指導員 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収あり        （１人あたり︓3,500円/年額） 

≪主な取組例（２）≫睦沢町立睦沢中学校 
① 運営主体 睦沢ふれあいスポーツクラブ 
② 種目 バレーボール ④ 参加者数 １５人 
④ 活動日 日曜日 ⑤ 活動場所 睦沢中学校体育館 
⑦ 指導者人数 １人 ⑧ 謝金単価 １人あたり 1,600円/時間 
⑨ 指導者属性 睦沢ふれあいスポーツクラブから指導者１名を指導者として派遣 
⑩ 参加会費の有無・金額 徴収あり        （１人あたり︓3,500円/年額） 

3.2 参加者の声（生徒、保護者、教師、指導者等）≫ 
・アンケートは成果物として添付 
3.3 各実践研究校での取組を通じて挙がった課題や解決方法、取組において特に工夫した点 
教員の方々の地域連携の理解に関しては、あまり無理な要求をせずに教員が対応できる範囲を助言していくこととした。平日の

部活動と休日の部活動を完全に切り離すことは難しいので徐々に地域移行を進めていく。取り組みにおいては、積極的に視察の受
け入れなども行い、様々な外部の情報を得るように心掛けた。また、制度の周知のために小学６年生のための体験会を開催して次
年度の参加者獲得に努めた。 
 
４．実践研究の成果と今後の課題 
4.1 実践研究での検証から得た成果 
 生徒たちに専門的な指導やスポーツを打ち込める環境を提供することに関しては昨年度に比べてバレーボールの種目を追加して、
２部活の地域移行を実施したことで一部は達成できたと考える。教員の負担軽減に関してはアンケート調査から、部活動によって効
果の差があることがわかる。活動場所や参加人数も異なるので単純な比較は難しいが、報告会や検討会を今後も継続的に開催し
て負担が軽減できる事業の方法を模索していきたい。また、保護者への参加費負担の理解も今年度の事業を通して、必要であるこ
とがわかった。来年度の PTA 総会の場において本町の地域部活動の説明を行う見込みであるので、その場で会費負担についても説
明をする予定である。そして、今年度末に設置した「睦沢町地域クラブ活動推進協議会」において本町の方針を示すことで来年度
以降の地域部活動事業を円滑に推進する。 
4.2 地域移行における今後の課題と対応 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【関係者との連絡調整・連携体制の構築方策】 

 今後も引き続き指導者と学校側を含めた定期的な報告会や検討会を

継続していく。また、推進協議会で町としての全体方針を定めることで目標

を明確にして、事業に取り組む。また、他市町村と連携をとることも検討し

て地域以降を発展させていきたい。 

 

 

 

 

 

 

【受け皿団体の確保方策】 

 現在、睦沢ふれあいスポーツクラブに指導者の派遣や日程の調整を委託

しているが、今後に対象の部活が増えていくことを想定すると他の受け皿の

確保は重要である。１つの団体の負担を減らすためにも広域的な連携を

取り、種目ごとに担当する団体を分けるといった方法を検討していく。 

【指導者の確保方策】 

 本町には駅がなく、またバスの本数も少ないために遠方から指導者を呼ぶことは地理的に難しい。必然的に近くで指導者を探す必要が生じている。そのた

め、非常に限られた範囲での募集になるために、条件に合う指導者を見つけるのが困難な状況である。地域クラブ活動の人材バンクを活用して、条件に合う

指導者を探していきたい。 
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